
１．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による低価法を採用している。

（２）固定資産の減価償却方法

： 定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

賞与引当金

退職給付引当金

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

財務諸表に対する注記

有形固定資産

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属す
る額を計上している。

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基
づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してい
る。

普通預金 20,000,000 0 0 20,000,000

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小 計 20,000,000 0 0 20,000,000

特定資産

退職給与引当特定資産 101,734,086 3,654,564 0 105,388,650

小 計 101,734,086 3,654,564 0 105,388,650

合 計 121,734,086 3,654,564 0 125,388,650

科 目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産

小 計 20,000,000 (20,000,000) (0) (0)

普通預金 20,000,000 (20,000,000) － －

特定資産

退職給与引当特定資産 105,388,650 － － (105,388,650)

(105,388,650)

小 計 105,388,650 (0) (0) (105,388,650)

合 計 125,388,650 (20,000,000) (0)



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 94,265,280 70,837,633 23,427,647

什器備品 50,600,525 47,917,866 2,682,659

合 計 144,865,805 118,755,499 26,110,306

貸借対照表上
の記載区分

補助金

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

科学研究費補助金
独立行政法人
日本学術振興会 0 1,236,000 1,236,000 0

0合 計 0 1,236,000 1,236,000



１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、注記のとおりである。

２．引当金の明細

（単位：円）

附 属 明 細 書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

105,388,650

賞与引当金 5,166,304 4,985,049 5,166,304 0 4,985,049

退職給付引当金 101,734,086 3,654,564 0 0


